
平成１８年度小金井市一般会計決算概要 

 

 平成１８年度予算の編成に当たっては、引き続き「小金井市第２次行財政改革大

綱」の「質の改革」を基本方針に据え、経常経費は更に厳しく抑制の上、限りある財

源の重点的、効率的な配分に努めるものとし、実施計画に盛り込まれた事業の着実な

実現を目指し、更なる事業の「選択と集中」を行ったところです。 

平成１８年度の財政運営は、引き続き厳しい財政環境のもと、限りある財源の重点

的かつ効率的な執行に取り組み、補助金等の財源を可能な限り確保し、市民サービス

の充実と、市民満足度の向上に努めました。その結果将来の財政需要に備え各種基金

への積立、職員勧奨退職制度の実施といった長期的視野に基づく施策も展開したとこ

ろです。 

歳入面では、根幹をなす市税収入は約１６億３千万円前年度比９．１％上昇を示し、

個人市民税を中心として前年度収入実績を上回る決算となりました。また国の三位一

体の改革等により所得譲与税の増額、地方特例交付金、減税補てん債、国庫補助負担

金の見直しに伴う減額がありましたが、まちづくり交付金により国庫補助金は増額と

なり、繰入金も前年度決算額を上回り歳入総額は大幅な伸びとなりました。 

 一方歳出面では、「まちづくり交付金」関連事業がスタートし、投資的経費は歳出

総額の１５．９％を占め、積立金は約１５億円で財政調整基金、職員退職手当基金、

環境基金等への積立金がそれぞれ大きく増加しました。 

 これらの結果、歳入決算額は前年度の決算額を大きく上回り、小金井市決算史上最

大の決算額となり、歳出決算額は３４８億円を超える積極的な財政運営となりました。 

 平成１８年度の予算規模は、当初予算３６３億６，１００万円に７回の補正予算４

億４，５５８万２千円、繰越事業費繰越財源充当額８，４７７万円を加え、総額３６

８億９，１３５万２千円となりました。これに対する決算額は、歳入総額が３６６億

５，５５７万４千円で前年度対比３．９％の増、歳出総額も３４８億４，２５７万５

千円で前年度対比１．６％の増となりました。形式収支は１８億１，２９９万９千円

で、翌年度への繰越財源５億１，３９２万円を差引き、実質収支は１２億９，９０７

万９千円となり、前年度を４億７６１万２千円上回りました。この結果、平成１８年

度の実質収支比率は６．４％となり、前年度を１．８ポイント上回りました。なお、

実質収支額は、決算史上最大規模となり単年度決算において財政状態が良好であり、

確かな歳入に裏付けされた適切な歳出規模の結果といえます。 

歳入の主な内容は、次のとおりです。 



① 市税は、１９５億６，５５１万９千円で前年度対比９．１％の増となりました。 

この主な要因は、個人市民税が制度改正及び緩やかな景気回復基調に伴い増となり、

固定資産税が土地の負担調整措置の改正により増となったことによるものです。 

 なお、収入率は９６．２％で前年度対比１．３ポイントの増となりました。 

② 地方譲与税は、７億１，５９２万８千円で前年度対比１７．１％の増となりまし

た。この主な要因は、所得譲与税が５億１４１万８千円で２７．５％の増となった

ことによるものです。 

③ 利子割交付金は、１億８，３６５万円で前年度対比８．４％の増となりました。 

④ 配当割交付金は、１億８８８万４千円で前年度対比３６．０％の増となりました。 

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、９，７４０万７千円で前年度対比１６．８％の減と

なりました。 

⑥ 地方消費税交付金は、１０億８，８９２万９千円で前年度対比４．０％の増とな

りました。 

⑦ 自動車取得税交付金は、２億５，２２８万３千円で前年度対比３．４％の増とな

りました。 

⑧ 地方特例交付金は、６億７，５６０万４千円で前年度対比２１．１％の減となり

ました。この主な要因は、児童手当特例交付金分は、１，６８１万９千円の皆増と

なりましたが、定率減税の段階的廃止に伴い減税補てん特例交付金分が１億９，７

３６万４千円の減となったことによるものです。 

⑨  地方交付税は、６，５３０万３千円で前年度対比２５．０％の減となりました。

この主な要因は、不交付団体に対する特別交付税の制度変更により算定額が減少

したことによるものです。 

⑩  交通安全対策特別交付金は、１，６７６万７千円で前年度対比３．５％の増と

なりました。 

⑪  分担金及び負担金は、２億７，０９１万２千円で前年度対比３．３％の増とな

りました。この主な要因は、障害者福祉センター利用者負担金が４８３万４千円

の増となったことによるものです。 

⑫ 使用料及び手数料は、１０億７，６２７万円で前年度対比５．５％の増となりま

した。この主な要因は、一般家庭系ごみ処理手数料が４，５８０万６千円の増とな

ったことによるものです。 

⑬ 国庫支出金は、３５億９，５４０万１千円で前年度対比１１．０％の増となりま

した。この主な要因は、市街地再開発事業補助金が５億１２０万円の減となりまし



たが、連続立体交差関連公共施設整備事業補助金が５，８００万円の増、まちづく

り交付金が８億７，８００万円の皆増となったことによるものです。 

⑭ 都支出金は、３４億７，８０６万４千円で前年度対比５．６％の減となりました。

この主な要因は、市町村総合交付金が３，７４５万５千円の増となりましたが、東

京都市街地再開発事業補助金が２億５，０６０万円の減となり、国勢調査委託金が

５，７７８万８千円、都議会及び衆議院議員選挙費委託金が５，４０９万３千円そ

れぞれ皆減となったことによるものです。 

⑮ 財産収入は、６，０４５万４千円で前年度対比２４５．５％の増となりました。

この主な要因は、塵芥集積所の土地売払収入が２，０６８万６千円の皆増となった

ことによるものです。 

⑯ 寄附金は、１億８，１９９万３千円で前年度対比４５．８％の増となりました。

この主な要因は、一般寄附金が２，３３６万９千円、公園協力金が１，６４５万３

千円それぞれ増となり、教育寄附金が１，３９４万円の皆増となったことによるも

のです。 

⑰ 繰入金は、９億４，２６０万１千円で前年度対比４６．９％の増となりました。

この主な要因は、都市再開発整備基金繰入金が７，０００万円、鉄道線増立体化整

備基金繰入金が５，０００万円それぞれ増となり、財政調整基金繰入金が１億円、

環境基金繰入金が６，０１０万円それぞれ皆増となったことによるものです。 

⑱ 諸収入は、３億３，３７４万１千円で前年度対比１２．５％の減となりました。

この主な要因は、公会堂会議室等の代替施設に係る補償金が６，７８４万２千円、

武蔵小金井駅南口再開発事業に伴う物件移転等補償金が３，７１３万３千円それぞ

れ皆減となったことによるものです。 

⑲ 市債は、２９億８，８１０万円で前年度対比１９．４％の減となりました。この

主な要因は、建設事業債全体が４億５，１４０万円の減、発行可能額から起債の抑

制を行った臨時財政対策債が２億円、住民税等減税補てん債が６，７１０万円それ

ぞれ減となったことによるものです。 

 

次に歳出ですが、執行率は９４．４％、不用額は１０億２４７万５千円で、前年

度対比４億７２６万６千円の増となりました。 

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。 

① 義務的経費は、１５６億８，５３５万８千円で前年度対比２．２％の増となりま

した。この主な要因は、人件費が８４億２０３万８千円で１億３，７１２万９千円、



１．７％の増、扶助費が４７億２，１０１万３千円で２，９４０万１千円、０．

６％の増、公債費が２５億６，２３０万７千円で１億７，５３９万５千円、７．

３％の増となったことによるものです。 

② 投資的経費は、５５億４，２０７万８千円で前年度対比２．５％の増となり、歳

出決算総額に対する構成比は１５．９％となりました。この主な要因は、武蔵小金

井駅南口第１地区第一種市街地再開発事業関連経費は、１０億２，４４０万円翌年

度へ繰越され、２１億４，７６８万１千円の減、小学校校舎耐震補強工事３校が１

億７，７４９万２千円、ＪＲ中央本線連続立体交差事業負担金が５，３４７万円、

都市計画道路３・４・１２号線道路用地取得費が１億７，５１６万４千円それぞれ

増となり、梶野公園用地取得費が９億９０７万５千円、中間処理場改修工事が７億

３１８万５千円、くりのみ保育園耐震補強等工事が５，７９１万８千円それぞれ皆

増となったことによるものです。 

③ 物件費は、５１億６，４７２万３千円で前年度対比３．２％の減となりました。

この主な要因は、学校給食調理委託料が２，７１８万４千円の皆増となりましたが、

公会堂の維持管理に要する経費で４，０３４万７千円、介護保険制度改正により在

宅介護支援センター及び通所健康長寿推進サービス委託料が１億１，２９７万４千

円、自転車対策に要する経費で２，６９５万９千円、栗山公園健康運動センター維

持管理に要する経費で２，３４０万４千円それぞれ減となったことによるものです。 

④ 補助費等は、３６億９，２９６万２千円で前年度対比１．２％の減となりました。

この主な要因は、東京たま広域資源循環組合負担金が３，４０２万５千円の増とな

りましたが、二枚橋衛生組合分担金が２，６９５万円の減となり、介護老人保健施

設整備費補助金が１，０００万円、平成１４年度普通交付税返還金が１，９１４万

６千円、都議会及び衆議院議員選挙事務従事者謝礼が２，１５６万５千円それぞれ

皆減となったことによるものです。 

⑤ 繰出金は、３０億８，４２３万５千円で前年度対比７．２％の減となりました。

国民健康保険特別会計繰出金は９億９，９０８万８千円で１８．５％の減、下水道

事業特別会計繰出金は７億１，６９８万２千円で８．９％の減、老人保健医療特別

会計繰出金は、４億５，９５９万９千円で１．２％の減、介護保険特別会計繰出金

は、８億４，５１８万８千円で１２．４％の増となりました。 

⑥ 積立金は、１５億２，９４６万７千円で前年度対比５８．９％の増となりました。

この主な要因は、財政調整基金積立金が７億円、職員退職手当基金積立金が４億円、

都市再開発整備基金積立金が２億円、環境基金積立金が１億３，９００万円を積み



立てたことによるものです。 

 

 次に、代表的な財政指標を見ますと、 

① 実質収支比率は、６．４％で前年度対比１．８ポイントの増となりました。 

② 経常収支比率は、８８．１％で前年度対比３．１ポイントの減となりました。 

③ 人件費比率は、２４．１％で前年度と同率となりました。 

④ 投資的経費比率は、１５．９％で前年度対比０．１ポイントの増となり、第２次

行財政改革大綱（改訂版）の目標数値１５％以上を２年連続達成しました。 

⑤ 公債費比率は、８．８％で前年度対比０．１ポイントの増となりました。 

⑥ 財政力指数は、１．１１２で前年度対比０．０３１ポイントの増となりました。 

 

本市の行財政改革の推進状況を図る指標とされてきた人件費比率は、昭和５１年度

に４５．２％となった後、７年連続を含む都合８回の全国ワースト１位を記録しまし

たが、平成１８年度の人件費比率は２４．１％で、小金井市のベストとなった前年度

数値を維持しました。分母となる歳出総額の増額という要因はありますが、人件費の

うち職員給については、平成８年度以来１１年連続減少を続け、人件費総体の伸びを

最小限に抑えることにより、大量の定年退職問題にも対応しています。 

  また、財政構造の弾力性等質的な改善状況を図る代表的な指標である経常収支比率

は、算定式の分母となる経常一般財源は、地方特例交付金が減少しましたが、市税収

入等が大幅に伸びたことにより増加しました。一方、分子となる経常経費に充当する

一般財源は、義務的経費は公債費を中心に人件費、扶助費ともに伸びましたが、前年

度の９１．２％から８８．１％となり、特例債を除いた場合でも９３．３％となった

ところです。このことは第２次行財政改革大綱（改訂版）に掲げた目標数値８０％後

半を達成し、平成１８年度までの行財政改革の集大成となるものです。 

 これらの代表的な財政指標の改善は、これまでの財政健全化に向けた全庁的な取組

の成果であり、行財政改革のベクトルは、持続可能な財政基盤構築に向けた伸びを続

けているといえます。しかし、まだまだ行財政改革は道半ばであります。次年度以降

は、三位一体の改革、第１期改革による一般財源の大幅な減少と、ごみ・資源物処理

経費の大幅な増大等厳しい財政運営に市は既に直面しています。今後更なる行財政改

革を推進し、臨時財政対策債による財政運営からの脱却、多様化高度化する市民ニー

ズに応え、残された課題を先送りすることなく、「誇りと愛着の持てるまち」、「自信

と活力に満ちた、元気な小金井」を創造していきます。 


